
質　問 回　答

1

【募集要項】
１１
応募に

当たっての
留意事項

・「選定委員との接触を禁止」とある
が、選定委員が分からない状態のため知
らずに接触してしまった場合はどうなる
のか。

・指定管理者の候補者選定を公平かつ適正に行うため、指定管理者の候補者が決定するまでの間、応
募・申請者と、選定委員との接触を禁止しています。
・「当該応募について選定委員との接触を禁止します。」としているものであり、そもそも選定委員
が非公表の間については、指定管理者の候補者選定に関して影響を及ぼすおそれのある接触というこ
とは想定しておりません。
・なお、万が一、指定管理者の候補者選定に関し影響を及ぼすおそれのある接触の事実が認められた
場合には失格となることがあります。

2
【募集要項】

１２
スケジュール

・第二次審査（プレゼンテーション）は
パワーポイント等の使用は可能か。

・第二次審査（プレゼンテーション）では、申請時に提出していただいた事業計画書等の紙資料を用
いて説明をしていただきます。この資料を作成するにあたり、パワーポイントのほか、アプリケー
ションソフトの指定はありません。
・パワーポイント等の映像や掲示物などのプレゼンテーションツールによる説明は認めません。
・また、第二次審査（プレゼンテーション）の際は、申請時に提出していただいた事業計画書等以外
の追加資料の配布や掲出は認めません。

3

【募集要項】
８（３）

人件費の精算
【ｽﾗｲﾄﾞ制度】

・人件費の精算や基準額に公課費は含む
のか。

・人件費に係る公課費については、人件費となりますので、精算や指定管理者制度におけるスライド
制度の人件費対象経費（基準額）に含めます。

4
【募集要項】

８（３）
人件費の精算

・人件費の精算時に必要な書類は。
また、精算が不要の場合も同様の書類は
必要か。

・実績報告書、収支決算書とあわせて、給与明細書を提出していただきます。なお、給与明細書は支
給金額をまとめた一覧表でも差支えありません。
・人件費及び修繕・改築等の費用についての精算は必ず実施しますので、精算による人件費の返還が
不要の場合にも、同様書類は必要となります。

5
【ｽﾗｲﾄﾞ制度】

・スライド制度をふまえた人件費の精算
について、職員の臨時的な増員分につい
て県は負担しないとあるが、基準となる
人数はいつ時点のものか。また、職員構
成が変わった場合、基準額等の変更はあ
るのか。

・指定管理期間の初年度に係る事業計画書の提出時点となります。
指定管理業務を行う上で、円滑な施設運営に必要かつ適正な人員配置を含めた事業計画書であること
から、臨時的な増員等、年度途中における人員構成の一時的な変更に伴う人件費の変動については、
指定管理者の負担となります。
・なお、基本協定及び基準額を変更する必要が生じた場合は、協議することとします。
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6
【ｽﾗｲﾄﾞ制度】

・スライド制度に関する委託料について
は、２年目以降の指定管理期間中に新し
く追加した委託は対象となるか。それと
も、募集要項に記載のある「設備の維持
管理…」の内容のみが対象となるのか。
また新しく追加可能の場合、基準額の算
出が変わるのか。

・指定管理期間の初年度に係る事業計画書に記載された業務委託費のうち、基本的には、業務仕様書
【４ 施設設備の維持管理に関する業務】に記載する業務委託が対象となります。
・なお、業務仕様の変更等により基本協定及び基準額を変更する必要が生じた場合は、協議すること
とします。

7
【募集要項】

９
職員の配置

・「社会教育主事の資格」とあるが、社
会教育主事となる資格または任用資格で
はないのか。

・ご指摘のとおり、正しくは「社会教育主事となりうる資格」です。

8

【業務仕様書】
別紙１－２

おもしろ理科先生
に関する業務

・「域内の教育事務所」とあるが水戸生
涯学習センターの管轄にある水戸教育事
務所の場合、大子・常陸大宮も含むが、
生涯学習センターの管轄としては、県北
生涯学習センターの管轄になると思われ
る。そのすみわけはどのように考えれば
よいのか。

・茨城県水戸生涯学習センター業務仕様書【２主催事業の実施（具体的に取り組む事項）】に記載の
とおり、県全域を対象にした事業を除き、特別な指示がない限り、水戸教育事務所管内区域（常陸大
宮市及び大子町を除く。）を対象に実施するものとしています。

9
【募集要項】

９
職員の配置

・施設の責任者として所長を配置するこ
ととあるが、所長はどういった立場なの
か。労働基準法上の「管理監督者」なの
か。

・施設の管理運営の全体の責任者として、所長を配置することとしています。この場合、労働基準法
上の「管理監督者」であるかどうかは問いません。


